
資料４－１ 

６水管第 438-1 号 

令和６年５月 10 日 

水産政策審議会 会長 

佐々木 貴文 殿 

  農林水産大臣 坂本 哲志 

特定水産資源（さんま）に関する令和６管理年度における漁獲可能量等の 

変更について（諮問第 448 号） 

 漁業法（昭和 24 年法律第 267 号）第 16 条第１項の規定に基づき定めた特定水産資

源（さんま）に関する令和６管理年度における漁獲可能量等について、別紙１のとお

り変更したいので、同条第６項において準用する同条第３項の規定に基づき、貴審議

会の意見を求める。 
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2001

/200
NPFC

2023 51 0 0 10,460 14,109 39,252 50,268 0 3,107 0 1,108 118,355 14,109 104,246
2022 0 0 0 14,709 3,355 35,477 42,177 0 3,438 0 929 100,085 3,355 96,730
2021 574 36 0 17,378 940 33,511 34,043 0 4,365 0 1,270 92,117 976 91,141
2020 443 310 0 17,430 12,265 44,006 56,662 0 5,993 0 2,700 139,809 12,575 127,234
2019 1,683 719 0 20,986 24,678 51,404 83,941 0 8,375 0 3,465 195,251 25,397 169,854
2018 5,459 2,325 0 46,859 78,474 90,365 180,466 0 20,759 2943 8,231 435,881 83,742 352,138
2017 3,658 2,633 24 15,594 68,078 48,458 104,405 0 12,471 2882 4,437 262,640 73,593 189,023
2016 2,463 12,136 24 19,384 94,444 63,016 146,025 0 9,883 6945 7,331 361,650 113,525 248,101
2015 4,641 19,323 83 31,534 84,709 48,503 152,271 0 5,466 5738 6,616 358,883 109,770 249,031
2014 7,219 63,996 39 5,784 221,736 76,129 210,355 19,582 16,129 7302 1,915 630,186 312,616 317,532
2013 229 52,100 103 8,085 141,119 23,191 159,568 23,051 17,666 2389 1,509 429,011 218,659 210,249
2012 1,494 61,611 0 1,228 220,241 2,014 141,066 20,448 7,068 6893 0 462,063 309,192 152,870
2011 1,616 60,448 0 1,208 214,145 137,089 23,443 14,061 4007 0 456,017 302,042 153,974
2010 2,100 29,586 0 2,859 204,630 157,666 8,026 9,031 12329 0 426,227 254,571 171,656
2009 700 36,993 0 722 310,021 98,177 6,042 10,008 11993 0 474,656 365,049 109,607
2008 16,200 77,666 0 1,124 353,603 133,763 5,751 19,004 11208 0 618,319 448,228 170,091
2007 15,700 94,992 0 267 296,256 82,362 4,915 7,625 9351 0 511,468 405,514 105,954
2006 17,900 59,791 0 0 244,585 60,578 0 3,303 8706 0 394,863 313,082 81,781
2005 34,100 53,502 0 0 234,451 101,939 9,552 31,175 9334 0 474,054 306,839 167,214
2004 8,300 75,435 0 0 204,371 60,723 109 18,082 4861 0 371,881 284,776 87,105
2003 0 57,646 0 0 264,801 84,443 7,072 20,146 11073 0 445,181 340,591 104,589
2002 0 36,602 0 0 205,282 38,063 13,220 10,676 9412 0 313,255 264,516 48,739
2001 0 34,616 0 0 269,798 17,149 22,601 5,401 15468 0 365,033 342,483 22,550
2000 0 14,827 0 0 216,470 27,868 0 0 0 0 259,165 231,297 27,868
1999 0 4,576 0 0 141,011 12,541 0 0 0 0 158,128 145,587 12,541
1998 0 3,057 0 4,116 140,867 12,794 0 0 0 0 160,834 143,924 16,910
1997 0 4,493 0 0 290,813 21,887 0 0 0 0 317,193 295,306 21,887
1996 0 6,684 0 0 229,225 8,236 0 0 0 0 244,145 235,909 8,236
1997 0 14,283 0 0 273,510 13,772 0 0 0 0 301,565 287,793 13,772
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 資料４－４ 

令和６管理年度（令和６年１月～令和６年 12 月）さんま 

漁獲可能量（ＴＡＣ）の変更及び配分について（案） 

令和６年５月 

水 産 庁

１ ＴＡＣ（変更案） 

110,911 トン 

設定の考え方 

令和６管理年度のさんまのＴＡＣについては、令和５年 11 月の水産政策審議会資源

管理分科会において、 

・ 令和５年３月に開催された北太平洋漁業委員会（ＮＰＦＣ）第７回年次会合で採

択された保存管理措置を踏まえ、118,131 トンに設定するとともに、

・ 令和６年４月に開催されるＮＰＦＣ第８回年次会合で新たな保存管理措置が決

定された場合には、必要に応じてＴＡＣの変更を検討することとしていた。

ＮＰＦＣ第８回年次会合で採択された保存管理措置を踏まえ、以下の考え方に基づ

き、ＴＡＣを 110,911 トンに変更する。 

ＮＰＦＣの保存管理措置 我が国ＴＡＣ算定の考え方 

① 2024 年は、ＮＰＦＣ条約水域（公海）で

の漁獲可能量（ＴＡＣ）を 135,000 トン

に制限（分布域全体の年間漁獲量は

225,000 トンに抑制）。

② 日ロ両国は 200 海里水域内の漁獲量を

90,000 トン以内に抑えることで上記措置

に協力。

○日ロ両国の 200 海里水域内の過去

３年間（令和３年～令和５年）の我

が国漁船の漁獲シェアは、99.804％ 

○我が国漁船による日ロ両国の 200

海里水域内の漁獲量＝90,000 トン×

99.804％ 

＝89,824 トン（Ａ） 

③ 各国は公海での漁獲量を 2018 年の漁獲

実績の 45％に削減。

※沿岸国は、200 海里水域内における漁

獲上限の一部を公海での漁獲に振り替

え可能。

○我が国漁船による公海の漁獲量

＝46,859 トン（2018 年の漁獲実

績）

×45％＝ 21,087 トン（Ｂ）

○我が国の令和６管理年度ＴＡＣ

＝110,911 トン（Ａ＋Ｂ）
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（参考１）日ロ両国の 200 海里水域内の我が国漁船のシェアの算定根拠 

ＮＰＦＣ統計における 200 海里水域内の漁獲実績 単位：トン 

船籍 日本 韓国 ロシア 台湾 計 

2021 940 0 36 0 976 

2022 3,355 0 0 0 3,355 

2023 14,109 0 0 0 14,109 

計 18,404 0 36 0 18,440 

（Ａ） （Ｂ） 

（Ａ）／（Ｂ）＝99.804％ 

（参考２）さんまＴＡＣの推移 

単位：トン

特定水産資源 

R6 年 

(2024 年) 

(変更案) 

R6 年 

(2024 年) 

（当初） 

R5 年 

(2023 年) 

R4 年 

(2022 年) 

R3 年 

(2021 年) 

R2 年 

(2020 年) 

さんま 110,911 118,131 
155,335 

(118,131) 
155,335 

264,000 

(155,335) 
264,000 

※括弧内は改定後の数字（期中改定があった場合）

（参考３）NPFC 統計における近年の主要国・地域のサンマ漁獲量の推移 単位：トン 

日本 韓国 ロシア 中国 台湾 バヌアツ 漁獲量合計 

2019 45,664 8,375 2,402 51,404 83,941 3,465 195,251 

2020 29,695 5,993 753 44,006 56,662 2,700 139,809 

2021 18,318 4,365 610 33,511 34,043 1,270 92,117 

2022 18,064 3,438 0 35,477 42,177 929 100,085 

2023 24,569 3,107 51 39,252 50,268 1,108 118,355 

２ 配分（案） 

（１）ＴＡＣの 10 パーセントを国の留保とする。

（２）過去３か年（令和２年から令和４年まで）の漁獲実績の比率に基づいて、大臣管

理漁業及び都道府県別に配分する。ただし、配分を受ける者の間で別途の合意があ

る場合には、当該合意による数量を用いて配分する。 

（３）配分量は別紙のとおり。

（４）来遊状況に応じ不足が生じた場合には留保から配分する。ただし、漁獲割当て

（ＩＱ）による管理を行う管理区分においては、一定の漁獲可能量を船舶ごとに割

り当てることにより資源管理の実効性を担保しつつ計画的な操業を可能とする漁獲

割当ての利点を損なわないため、留保からの事後的な配分の対象から除外するとと

もに、当初の配分において、留保から一定数量を上乗せ配分する。 
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（別紙）

数量（トン）

都道府県名 数量（トン）

留保（トン）
11,091
（5,891）

85,140
（90,340）

大臣管理区分

北太平洋さんま漁業
（漁獲割当てを行う管理区分）

注記

北海道 4,500

岩手県 400

北太平洋さんま漁業
（総量の管理を行う管理区分）

9,460

大臣管理分

知事管理分

令和６管理年度さんま漁獲可能量（ＴＡＣ）の変更及び配分について（案）

特定水産資源 ＴＡＣ（トン）

さんま 110,911

宮城県、千葉県、石川県、静岡

県、三重県、京都府、和歌山県、

山口県、高知県、佐賀県及び長

崎県については、現行水準とす

17


	空白ページ
	別紙
	○農林水産省告示第　　　号　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（別紙）
	漁業法（昭和二十四年法律第二百六十七号）第十五条第六項の規定に基づき、令和五年十二月六日農林水産省告示第千七百八十六号（特定水産資源（さんま、まあじ、まいわし太平洋系群、まいわし対馬暖流系群、かたくちいわし対馬暖流系群及びうるめいわし対馬暖流系群）に関する令和六管理年度における漁業法第十五条第一項各号に掲げる数量を公表する件）の一部を次のように変更したので、同条第六項において準用する同条第五項の規定に基づき、次のとおり公表する。
	令和　　年　　月　　　日
	農林水産大臣　坂本　哲志
	次の表により、改正前欄に掲げる規定の傍線を付した部分（以下「傍線部分」という。）でこれに対応する改正後欄に掲げる規定の傍線部分があるものは、これを当該傍線部分のように改め、改正後欄に掲げる規定の傍線部分でこれに対応する改正前欄に掲げる規定の傍線部分がないものは、これを加える。

	空白ページ
	資料
	資料
	資料4_R5さんまTAC変更及び配分について（案）_国際課.pdf
	（別紙）令和6管理年度TAC(漁獲可能量)の変更及び配分について.pdf


	空白ページ
	資料４一
	空白ページ
	別紙
	○農林水産省告示第　　　号　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（別紙）
	漁業法（昭和二十四年法律第二百六十七号）第十五条第六項の規定に基づき、令和五年十二月六日農林水産省告示第千七百八十六号（特定水産資源（さんま、まあじ、まいわし太平洋系群、まいわし対馬暖流系群、かたくちいわし対馬暖流系群及びうるめいわし対馬暖流系群）に関する令和六管理年度における漁業法第十五条第一項各号に掲げる数量を公表する件）の一部を次のように変更したので、同条第六項において準用する同条第五項の規定に基づき、次のとおり公表する。
	令和　　年　　月　　　日
	農林水産大臣　坂本　哲志
	次の表により、改正前欄に掲げる規定の傍線を付した部分（以下「傍線部分」という。）でこれに対応する改正後欄に掲げる規定の傍線部分があるものは、これを当該傍線部分のように改め、改正後欄に掲げる規定の傍線部分でこれに対応する改正前欄に掲げる規定の傍線部分がないものは、これを加える。

	空白ページ
	資料
	資料
	資料4_R5さんまTAC変更及び配分について（案）_国際課.pdf
	（別紙）令和6管理年度TAC(漁獲可能量)の変更及び配分について.pdf


	空白ページ

	諮問文
	空白ページ




